























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































予測利潤率の低下に対 家ｂ〃〃＋１７８＋２ ｈ 時間「１
－３０－
ａ ｒ ｒ ｈ ９
、 ／ ｒ〃 ｒ ＊ ＰＰα〃－１ｒｎ－１ ９打
、＋１ ／ ｒ〃＋１ ｒ〃＋1 ｒ ＊ r〃＋１
、＋２ ／ rPT＋２ ｒ〃＋２ ｒ〃＋１ ｒ冗十２
、＋３ ●●●●●●●●● ●●◆●●●●●● ロ●●ｃ●●Ｃ●●
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応して予定された蓄横率したがって現実の蓄稲率も投資の相対的抑制を反映
して低下すると考えられる。故に、＋３期に入いるとα'とｒ’ともに低下する
ことにより供給の成長率も急速に低下していくことになる。かくて均衡・不
均衡の基準となる事前的需給関係をみれば
Ｘ擁＝Ｘｈ－ｌ(１＋h〃）＜Ｄ卿＝Ｄ"－１(1＋g"）
Ｘ"+,＝Ｘｈ(１＋ｈ"+,）＜Ｄ"+,＝Ｄ"(1＋g"+,）
Ｘ"+2＝ＸＡ+I(1＋ｈ"+2）＞Ｄ"+2＝Ｄ"+,(1＋g…）
但しＸｊ＝Ｄ〃
となる。
、＋２期において物価は（３．５．１）より
ｐ鬮雑=苦鵲-1=+圭器十-1<０Ⅱ，）
となり，物価は下落し，利潤率は
ｒ"+,＝ｐ''十’－１（４．，０）ａｐ"+,＋ｌｗ"+，
ｐ"+,(1＋ｐ,,+2）ａｐ"+,(,＋Ｐ"+2)＋,Ｗ"+,(,＋Ｗ"+2）－１（４．１１）ｒ〃＋２＝
であるから
血樒|>|…ｐ"+2＜０，
であれば
ｒ"+２＜ｒ汀＋， （４．１２）
となり下落する。これまでの仮定のように一般に賃金は物価に較べより硬直
的･後追い的であるから一般的に物価下落に対応して利潤率は低下するといえ
る。したがって需給関係の逆転によって実質賃金率は好況期と逆に上昇する。
以後実現利潤率の低下に対応して予測利潤率を低下させていけばこの過剰生
産状態は継続する。つまりｇ＜ｈが一般的となる。但しｇ＞０であれば現象
的には成長率が鈍化するのであり，生産が絶対的に縮少するのではない。し
かしｇ＜ｈが連続すると実現利潤率，予測利潤率，蓄積率の低下が続き，や
がて予測利潤率ゼロの時点で支出の増大は止み，以後絶対的縮少再生産過程
に入いる。個別資本は利潤率の低下が継続的であれば予測利潤率がゼロに達
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する以前に投資を停止させることもあろう。これが共通した投資行動であれ
ば生産高の逆転は激烈なものとなる。
以上の様に(1)予測利潤率が高い程投資を増加させる資本家の投資行動（逆
は逆），(2)それを支える信用の増大，(3)貨幣賃金率上昇の遅れ＝実質賃金率
の低下，という要因によって上方不均衡は継続していくが，それは(1)供給増
加率は前期の投資に，需要増加率は今期の投資に規定されること，(2)実質賃
金率には下限があり，したがって利潤率の上昇には限度があること，のため
に需給関係は逆転し，経済は下方不均衡過程へと導かれていく。
しかし利潤率が低落しても予測利潤率を低下させない場合はどうなるか。
論理的にはこの場合再び実質賃金率低下・実現利潤率上昇とその逆転をくり
返し，労働力需給関係をより緊張させ，より大きな利潤率低下をくり返すこ
とになり，投資意欲を喪失させることになる。つまり逆転が延期されるだけ
なのである。
さてここで実質賃金率の上昇（または搾取率の下落）は労働分配率の上昇
であることに注意しよう。労働分配率８は
’=(魔豊川”は単位当り利潤Ⅱ]3）
したがって
のび
汀、〃［Ⅸ (４．１４）
利潤率は
『=壱-1=_￣-1＝ａｐ＋lｗ
これに（４．１４）を代入すると
１ｒ＝－１ｺ+丁竺テ
１－１＝万-〒‐Iｉ－１ｐａｐ＋Ｒｐ
(４．１５）
つまり'が上昇するとｒ'は低下する。結局実質賃金率が上昇すると労働分配
率は増大し（搾取率は低下），利潤率は低落するのである。次でみるように
個別資本・部門の利潤率の低落は必しも実質賃金率の上昇に拠らない。しか
し結果として利潤率の下落は必ず労働分配率を上昇させる。我々はこの労働
分配率の上昇が実質賃金率の反転上昇によって必ず生じる，という原理的な
究極的根拠を確認しておけばよい。現実の恐`慌はこの労働分配率の上昇を媒
介にして発生するのであるが，この限界的実質賃金率の成立を条件とするの
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ではない。その点を次に検討しよう。
5．現実の恐慌
これまでの展開は資本主義経済の上方不均衡的拡大とその逆転メカニズム
の原理であった。我々は実質賃金率の下降，利潤率の上昇が投資の拡大を導
き需要超過状態をもたらし，実質賃金率が下方限界に達した後逆転反騰し，
利潤率低下，需要過少状態をもたらすとした。しかしこれは資本主義が無限
に上方不均衡的拡大を続けられないことの究極の根拠であり，現実の恐'流が
この通りの過程で生じるわけではない。資本主義が継続的に失業者を拡大さ
せていけばいずれかの時点で資本主義は失業した労働者によって没落させら
れる。したがって資本主義は必ず雇用を維持し，政治的安定がもたらされる
範囲内に失業者をとどめなければならない。雇用は労働力の自然増分と失業
者に対してなされ，その拡大はやがて労働力の社会的供給限界に達する。し
たがって資本主義が資本主義として維持される限り実質賃金率の反転は与え
られた条件下では必至といえる。しかし資本蓄積はその限界に達する以前に
も反転してしまう。先に述べたように実質賃金率はこの究極の限界をこえる
前に反騰しうるし，また実質賃金率の反騰によらない労働分配率の低下，利
潤率の低下，投資の鈍化とその波及という事態の生じる可能性も大きいので
ある。究極的限界到達以前の逆転とはどういう場合であろうか。
我々はあとで指摘するように幾つかの重要な範嬬を度外視して議論を進め
ているのであるが，現実の恐慌の発生過程について若干検討を加えることに
より「究極の恐慌」と「現実の恐慌」の関連を考察しよう。
さて我々は実質賃金率の反騰による利潤率の低下から景気の逆転を導いた
のであるが先述の通り利潤率の低落は原因はともかく労働分配率が上昇する
か生産性が低落（搾取率一定）すれば生じる。生産性の変化を度外視して考
えれば労働分配率の上昇（搾取率の低下）に注目すれば良いが，この労働分
配率の増加はいかにして生じるか。
第１に全社会的に分配率増加は実質賃金率の増大で生じるのはいうまでも
ない。第２に個別資本毎にみれば分配率増加は不変資本価額の（製品価格に
対する）相対的増加によってももたらされる。
まず第１の場合について考えてみよう。いうまでもなく実質賃金率Ｒは
Ｒ＝工
ｐ
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で示されるのであるからそれは貨幣賃金率と物価水準に規定されるといえる。
貨幣賃金率が物価以上の速度で上昇すれば実質賃金率は増大する。貨幣賃金
率は労働力市場の市場条件，つまり労働力の需給関係と労資の階級的力関係
に規定される。たとえ需給関係が不変でも労働者階級の売手間競争制限＝賃
上げ闘争があれば賃金率はそれがない場合より高く設定され得る。景気上昇
が続き，失業の恐怖から解放された労働者階級が階級的結束を質的にも量的
にも強化し，実質賃金率の反転上昇を実現する可能性はある。つまり失業者
の生活水準以下への実質賃金率の低下や，労働力の絶対的不足の状態が発生
する以前に労資の階級的力関係の変化によって実質賃金率が反転上昇しうる
のである。
次に個別資本･部門で生ずる不変資本価格の相対的上昇による分配率上昇．
利潤率低下を考えよう。
ｔ期の実現利潤率を
『!=万百砦可Ｔｌ （５．１）
とする。ｐ２は製品価格，ｐ１は生産手段価格｡ｔ＋1期の利潤率は
Ｍ１＋ｐ２） （５．２）、+{＝ａｐ,(,＋Ｐ,)＋,ｗ(,＋Ｗ）－１
ｐ１，ｐ２，Ｗは生産手段,製品価格，貨幣賃金の上昇率。この差が正か負か調
べればよい。
ｐ２(1＋ｐ２）』r`＝ｒｌ+ｌ－ｒｌ＝ｐ２ａｐＫ１＋Ｐ,)＋ｌｗ(1＋Ｗ）ａｐｌ＋lw
aP1P2(1＋Ｍ＋lwP2(1＋Ｐ２)－ap1p2(1＋Ｐ,)－lwp2(1＋Ｗ）
apKl＋Ｐ】)＋ｌｗ(1＋Ｗ）
(５．３）
分母は正と考えて（ｐ,＞０，両＞０）分子を取出して整理し，正負を考え
る。
aplp2(Ｐ２－Ｐ,)＋wlp2(Ph-前）≧０
ａＰ１（Ｐ２－Ｐｌ)≧Ｗｌ(1ルーＰ２）
鶚雪：三零！（５`）
これが利潤率の増減の判定式である。左辺は資本の有機的構成である。
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有機的構成を入，Ｐ,/b2＝ｙ，Ｐ２/Ｗ＝ｚとすると（５．５）は
ハミ,+言） （５．５．１）
または
Ｚミハ(,とy)+， （５．５．２）
と書きかえられる。（５．５）に対応し
デミ0，８≧0（５．６）
となる。だから利潤率を低下させないためには（５．５）より貨幣賃金の上
昇率は
Ｗ＜A(Ｐ２－Ｐｌ)＋ｂｚ（５．７）
の範囲にとどめられねばならない。しかし労働力の需給状況と力関係はそれ
を許すかどうか不確定である。
先に用いた我々のモデルでは財の価格は平均価格として－つだけしか与え
られていないが現実に価格変動は一様でなく，相対価格はたえず変化する。
たとえば原材料として用いられる一次産品は土地面菰や土地生産性という自
然的制約と土地所有という社会的制約に規制され，加工工業製品の様な供給
弾力性をもたない。この分野への参入・供給開始は容易でなく，ストックの
減少に対応する価格上昇が一般に観察される。普遍的な原材料の相対価格の
上昇が他部門の分配率の上昇・利潤率の低下をもたらす。この分野への参入
により利潤率が平均化すれば加工品部門の利潤率低落は回避されるが，資本
移動による利潤分配は円滑ではなく，製造業部門の利潤率低下，原材料部門の
利潤率上昇が生じうる。製造業部門の蓄積鈍化・全体への波及という，先の
実質賃金率の増大・蓄積鈍化という一斉的逆転とは異なる過程が生じうる。
製造業部門の投資鈍化を相殺する投資が一次産品部門で行なわれれば逆転は
社会的には回避しうるが，既にストックの不足まで招く状態が生じていると
き腱鉱産物生産部門の投資急増は期待できない。とくに鉱産物生産のための
投資は懐妊期間が長く（探鉱），景気循環とは相対的に独立して進められざ
るを得ない。このケースは実質賃金率そのものが上昇したのではなく，実質
賃金率が利潤率低下を相殺するほど低下しない場合であり，前の場合と区別
される。
以上の様に労働分配率の上昇に利潤率の低下，投資鈍化，需要成長率の低
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下，需給成長率の逆転，これが現実の恐慌の一般的過程である。しかし注意
しておかなければならないのはそれらは可能性あるいは蓋然性として与えられ
るのであり，必ずそれらの要因によって分配率が上昇し，景気の逆転が生じ
るとはいえないことである。けれど前章でみたように労働力商品の供給特性
がある限り景気の無限上昇が阻止されるという資本主義のメカニズムの存在
は蓋然性の高い要因がたとえ生じなくとも恐慌・景気の逆転を必然化させる
のである。したがって資本主義は景気の上昇と逆転・下降を究極的にもたら
す要因と，それ以外に恐慌を現実化させる諸要因を内在させているといえる
のである。
６．残された論点一おわりに
我々の分析はしかしある抽象的モデルをもとに展開したのであり，資本主
義恐慌の構造の解明にはなお多くの不充分さ残している。とりわけとりあげ
なければならないのは第１に実質賃金率の低下を回避する生産性上昇である。
技術の革新は一方で生産手段の社会的磨損を急がせ，改良更新投資したがって
新投資を促す。他方では生産力と生産性を増大させる。その結果生産と消費
の増加率と実質賃金率を変化させる。資本主義は長期的には搾取率を増加さ
せながらも実質賃金率を上昇きせ体制的安定性を維持してきた。近代経済学派
成長理論が技術革新をどう理論体系の内的因子として取り込むか苦慮してい
るが，我々もこれをどのように体系に取り込むか未解決のままである。技術
革新は利潤率を増大させるものでなければ現実化せず，また生産体系の一大
革新ブームを呼ぶような革新は常にあったわけではない。そのような経験的
事実の総括が理論化にあたり必要になろう。
また我々は部門分割をしなかったために部門的連関の問題を欠落させた。
これは部門連関が恐慌の決定的問題ではないという我々の認識に拠るもので
あるが部門連関が恐慌と無関係というわけではない。部門連関と我々の実質
賃金率の運動の相関如何及び具体的な恐慌発生過程の解明のためには部門分
割モデルに基く分析が必要である。たとえば二部門モデルにおいて全般的好
況がいえるのは生産財部門，消費財部門共に利潤率が上昇している場合であ
る。利潤率増大に対応し薔薇率が増大すれば資本家の個人消費の比重が下が
り生産財需要が増大するため相対的に生産財部門の利潤率が消費財部門のそ
れより高くなり，相対価格（生産財価格対消費財価格）も上昇する。この場
合実質賃金率の反騰が生じればまず消費財部門の利潤率が低下し，投資拡大
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が鈍化する。そこで消費財部門からの生産財需要が低下し，逆転が波及して
いく。生産財需要がこの時増大する内的必然性はないから生産財価格上昇率
が貨幣賃金率の上昇率を越えることもない（輸出とか政府需要の作用はここ
では考慮されない)。
さらに我々は固定資本の存在を拾象した。我々はそれが恐慌の構造の解明
にとって不可欠とは考えなかったからである。しかし固定資本には懐妊期間
の問題と価値流通・回転の特殊性の問題があり，それが需要・供給の運動を
複雑にする。とくに上記の二問題が恐慌のメカニズム解明にとって決定的重
要性を持つと主張する人がいることからもこの問題を論じる必要があろう。
最後に今後取上げたいと思うのは独占の問題である。移行期の恐慌と独占
形成の関連・独占体制下の投資行動，組織された労働者階級の対抗運動の作
用，独占段階の産業構造と恐慌の形態の関連，国家の財政・金融政策の作用
と反作用，これらの問題を取り上げることにより具体的な恐`慌の理論的研究
に立入って行きたい。
以上を今後の課題として設定するが本稿を補充するものとして「逆転」に
ついて一定の抽象的次元で論じている諸賢の学説を取上げ，検討する作業を
次に行ないたい。
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